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薬液注入による改良地盤の液状化抑止効果に関する研究

　１．まえがき

　現在、液状化対策のための地盤改良工法として、締

め固め工法、間隙水圧消散工法などの多くの工法が提

案され、実施されている。液状化対策として地盤改良

を実施するためには、構造物に被害を与えないための

改良仕様や改良範囲の設定方法が確立されていなけれ

ばいけない。多くの場合、改良の範囲と液状化被害の

抑止効果については振動台などを用いた実験が行われ

ている。井合らは締め固めた地盤について重力場での

振動台模型実験を行っている1 )。この研究では非改良域

に隣接する締固め地盤では液状化時に非改良域から過

剰間隙水圧が伝搬することにより、改良域との境界部

分のせん断強度が低下することが明らかになってい

る。

　また、固化処理による液状化対策工法の改良範囲に

ついても、多くの検討がなされている2 )。たとえば、松

尾ら3 )は盛土構造物を対象に深層混合処理工法による改

良地盤の改良形態と抑止効果に関する一連の振動台模
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型実験を行い、盛土直下の改良が最も沈下抑止効果が

大きいことを明らかにしている。

　本研究では、盛土構造物を対象に薬液注入による地

盤改良工法の改良形態と変形抑止効果の関係を検討し

ている。薬液注入工法は通常、固化処理工法に分類さ

れるが、機械／噴射撹拌によって地山とセメントを混

合する工法などに比べ、改良形状や強度が不均一であ

る点が異なっている。また、今回の実験では固化薬液

に溶液性の『超微粒子シリカ』を使用しているため、

セメント系の改良地盤とは改良土の初期剛性などが異

なっている4)、 5)。

　抑止効果の検討は、飽和砂地盤上の盛土構造物の模

型振動実験により行った。実験は、改良域を変えた地

盤を用いた遠心振動実験と、一定の改良形状のもとに

薬液注入率を変えた地盤を用いた重力場の振動実験を

行った。これらの二つの実験では、図－１(a )に示す形

状の実物の盛土構造物を想定して、重力場や遠心力場

における各々の相似則に従って模型を作製している。

これらの実験で使用した相似則6)を表－１に示す。
表－１　相似則

重力場 遠心力場

長　さ １／ｎ １／ｎ

単位体積重量 1 １／ｎ

時　間 １／ｎ １／ｎ

応　力 １／ｎ 1
間隙水圧 １／ｎ 1

変　位 １／ｎ １／ｎ

地盤の透水係数 １／ｎ 1
加速度 1 　ｎ

長さの縮尺比:ｎ

0.75

1.5

0.75

単　位 表－２　入力波の諸元（実物換算値）

60波

12sec

200gal

５Hz

SIN波

波数

継続時間

最大加速度

周波数

振動波形

要　旨

　液状化対策を目的とした地盤改良工法として多くの工法が提案されており、また、実際の現場に適

用されている。薬液注入工法は、地盤改良工法の中では固化処理工法に分類され、機械／噴射撹拌工

法と同じ設計法を適用する場合が多い。しかしながら、実際には改良土の形状が土質によって左右さ

れることや薬液の浸透距離によって改良土の強度が変化することなど、不安定な要因も多い。このた

め、機械／噴射撹拌工法の設計法をそのまま薬液注入工法に適用することは問題点も多い。本研究で

は、薬液注入工法を対象として改良形態や改良範囲を変えて模型振動実験を行い、液状化対策工法と

しての抑止効果に関する検討を行っている。この結果、薬液注入工法の場合、改良形態は構造物の直

下を非液状下層まで注入改良するものが最も液状化の抑止効果が高く、注入率に関しては地盤の空隙

の７割以上改良すれば有効であることが明らかとなった。
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　２．改良範囲と抑止効果に関する遠心振動実験

　２．１　実験概要

　改良形状と液状化の抑止効果を検討するために、遠

心力場における模型振動実験を行った。模型地盤には

図－１(a)に示す相対密度が55％の飽和砂地盤上の盛土

構造物を想定し、地盤内に改良域を設けたものを使用

した。改良域にはあらかじめ薬液より固化させたブ

ロックを地中に埋設して使用した。改良土の一軸圧縮

強度は実際の改良土と同じく100kN／m2程度のものを

使用した。飽和砂地盤は水温を上げたグリセリン水溶

液中に所定の高さから乾燥砂を落下させて作成した6)。

　模型縮尺は1／20として、20Ｇの遠心力場において、

振動加速度150galの加振を行い、その後300galでの繰返

し加振を行った。入力波は5H z、6 0波の正弦波を想定

し、相似則により時間軸を縮小したものを使用した。

入力地震動の諸元を表－２に示す。

　実験で使用した砂は福島県の相馬砂である。相馬砂

の物理特性を表－３に示す。

　なお、以上の遠心模型実験は、中央大学理工学部の

図－２　遠心力場の振動台実験ケース（実物換算値）

の遠心力載荷装置を使用した。本装置の有効半径は

3 . 0 5 m である。また、実験土槽にはせん断箱を使用し

た。

　２．２　実験ケース

　実験ケース及び実験概要を図－２に示す。CASE1は

Dｒ=55%の未改良地盤である。CASE2～CASE5は、

CASE1に対して地盤改良を行ったものである。CASE2

は盛土の直下のみを非液状化層まで改良したものであ

る。これに対しCASE3は水平方向に盛土直下から盛土

周辺まで改良し、改良部の下に液状化層をのこす構造

となっている。CASE4及びCASE5は、CASE2に対して

2 5 ％ほど改良ボリュームを下げたものである。これら

のケースでは、図－２の平面図に示すように円柱改良

土を壁状に配置して、円柱壁の上に改良土の板を載せ

たものを使用した。

　２．３　実験結果

　図－３に各実験の土槽底板の入力加速度の時刻歴を

示す。今回の実験結果は時間軸、物理量ともに実物に

換算して図化している。入力加速度の最大値は150galに

　　

図－１　実想定地盤と実験模型（実寸）

表－３　相馬砂の物理特性

2.61

1.096

0.653

55

0.852

1.409

1.454

4.3×10-2

土粒子密度　ρs　(gf/cm  )

最大間隙比 ｅmax

最小間隙比 ｅmin

相 対 密 度  Dｒ(%)
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図－３　土槽底板の入力加速度

設定したが、実際にはCASE2が最小で87gal、CASE3が

最大で247gal程度のばらつきが生じた。特にCASE3で

は、正弦波にノイズが入っており、乱れた波形となっ

た。CASE3を除くと、入力加速度の波形は加振より4～

8 波で最大加速度となった後、いずれも安定した正弦波

であった。

　表－４に最大過剰間隙水圧比の結果を示す。なお、

過剰間隙水圧比を算定する際の、地盤の有効土被り圧

には弾性有限要素法による計算値を使用した。また、

図－４に地盤内の応答加速度時刻歴を示す。

　対策を行っていないCASE1を見ると過剰間隙水圧は

盛土の法尻（P4、P5）で0.7を超えており、また、地盤

内の応答加速度（A9）は入力加速度に比べ1／3程度に

なっている。これらのことから、周辺地盤では液状化

が生じ、地盤剛性が低下していると考えられる。盛土

の直下では過剰間隙水圧比（P1～3）は0 . 2 5～0 . 6 3と

なっており、周辺地盤に比べて、過剰間隙水圧比は小

さくなった。しかしながら、地盤内の応答加速度

（A2）は加振後8波で減少を始めており、地盤内部の剛

性は小さくなっていることが分かる。これらのことか

ら、盛土の直下では完全液状化にはいたっていない

が、地盤の剛性は低下していることがわかる。

　CASE2では周辺の未改良部分においてはっきりと応

答加速度（A5、A9）の減衰がみられ、過剰間隙水圧比

（P4～9）も 0.7～1.0 の値まで上昇している。このた

め、周辺の未改良部分は液状化していることが分か

る。しかしながら、改良部分においては応答加速度

（A 3 ）はほとんど変化しておらず、液状化していない

ことが分かる。これらのことから周辺地盤からの間隙

水圧の伝搬による改良地盤の損傷などは生じていない

ことがわかる。

　CASE3は入力加速度が大きいため、他のケースと定

量的に比較することはできないが、地盤内の応答加速

度（A7、A4、A3）は 改良部分でも未改良部分でも同

様に減衰傾向がみられた。また、過剰間隙水圧比

（P1、P4）は、ほぼ1.0まで上昇しており、改良部分下

の未改良部分が液状化していることがわかる。改良土

の応答加速度が減衰したのは、改良土の剛性低下によ

るものではなく、改良土の下の地盤が液状化したこと

によると考えられる。

　CASE4は、改良土を壁状に設置したものである。周

辺地盤では過剰間隙水圧比（P8、P9）は概ね0.9程度ま

で上昇しており、完全液状化状態となった。また、盛

土直下の壁間未改良土の過剰間隙水圧比（P2、P3）は

0.28～0.59と、CASE1 の盛土直下の値とほぼ同様な値と

なった。しかしながら、同じ位置の応答加速度を比較

すると、CASE1のA2が加振直後に一旦大きくなった後

盛土直下 盛土法尻 周辺地盤

Ｐ１ Ｐ２ Ｐ３ Ｐ４ Ｐ５ Ｐ６ Ｐ７ Ｐ８ Ｐ９

CASE１ 0.25 0.63 0.3 0.8 0.71 －

CASE２ － 0.86 0.74 － 0.95 0.98

CASE３ 0.96 － 0.98 － 0.79 0.72

CASE４ 0.59 0.28 0.63 － 0.88 0.87

CASE５ 0.61 0.42 0.65 － 1.00 0.72

配置なし

－ 計器故障

表－４　最大過剰間隙水圧比の一覧表
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図－４　加速度応答の時刻歴

に減衰しているのに対し、CASE4のA2、A3で

は、加震中に応答加速度の振幅は一定であ

り、減衰は見受けられない。このことから、

壁間未改良土の剛性の低下は生じていないも

のと考えられる。

　CASE5においても、CASE4と同様の結果が

得られており、壁間未改良土のせん断剛性, G

の低下は生じていないものと考えられる。

　1回目の加振終了後、各ケースの模型地盤に

300g a lの入力加速度で繰り返し載荷を行い、

盛土の天端と周辺地盤の沈下量を測定した。

図－５に加振回数と沈下量の結果を示す。な

お、これらの値は、実験毎の沈下量の増分で

はなく、毎回加振前に重力場で初期値をと

り、加振後に遠心力場で測定したものであ

る。1回目の沈下量をみると、全般に改良処理

したケースは未改良のCASE1に較べ、盛土天

端の沈下が抑えられている。CASE2では周辺

地盤の地表面は13cm程度沈下しているが、盛

土天端で3 c m 程度の沈下となった。一方、

CASE3は他のケースに比べ入力加速度が大き

かったが、盛土天端では8 c m 、周辺地盤の地

表面で4cm程の沈下量がみられた。CASE4お

よび5では、CASE 2とほぼ同程度の沈下量と

なった。

　2回目以降の盛土天端の沈下量を見ると、未

対策のCASE1と未改良部分を残したCASE3で

は、徐々に沈下量が小さくなっている。これ

は、加振を行う毎に残留沈下量が発生したこ

とと地盤の密度が徐々に高くなったことが原

因であると考える。また、CASE2、4および5

では盛土天場の沈下量は毎回3 c m 程度であっ

た。沈下量の初期値は毎回、重力場で計測し

ていることから、これらの沈下量は遠心力に

よる改良土の自重の増加に伴う弾性変形量で

あり、加振による残留変位ではないことが分

かる。

    CASE4、CASE5では、両ケースとも地表面の残留沈

下はなく、壁間未改良土の剛性の低下も生じなかっ

た。しかしながら、実験終了後、模型の解体を行った

ところ、CASE4では上部板状改良部分の下面に亀裂が

生じており、上部板状改良部分の曲げ引張強度が十分

でなかったことが分かった。一方、CASE5では上部板

状改良の厚さを大きくしていたため、破壊は生じな

かった。ただし、改良土に囲まれた未改良砂の沈下を

確かめたところ、全体的に若干の沈下が認められた。

原因としてはCASE5の改良部において改良土の円柱の

間のすき間から周辺部へ流出したと考えられる。

　２．４　まとめ

　これらの実験結果から改良範囲と液状化の抑止効果

について以下の結論を得た。

（１）構造物の沈下量に着目した場合、構造物の直下

を非液状化層まで改良することが最も有効である。

（２）壁状改良の場合、今回の実験では、改良土に囲

まれた未改良部分では過剰間隙水圧の上昇も小さく、
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図－５　繰り返し載荷時の地表面沈下量

剛性の低下もなかったため、壁間未改

良土は液状化を生じなかったと考えら

れる。

（３）壁状改良の場合、上部の構造物

の荷重により改良土内部に曲げ引張応

力が発生する。このため、改良土の内

部安定検討が必要になる。

（４）改良土の下に未改良部を残した

場合、この部分が液状化するため、改

良部分の応答加速度は小さくなるが、

沈下量は全面改良に比べ大きくなる。

　３．改良形状と抑止効果に関する
　　　重力場の振動実験

　３．１　実験の目的

　上記の結果から、壁状に改良を行った場合、曲げ応

力などの内部応力の安定検討が必要になることがわ

かった。薬液注入によって地盤改良を行う場合、機械

撹拌あるいは噴射撹拌による改良に比べて、改良形状

や強度のばらつきが大きいため、構造的な検討を満足

するためには極めて大きな安全率の導入が必要にな

る。このため、薬液注入による地盤改良では設計が困

難であると考える。

　本章では、薬液注入による地盤改良を対象に薬液の

注入率を変えることにより、改良形状を変化させ、こ

れらの改良形状と液状化の抑止効果について検討を

行っている。今回の実験では注入率の変化による改良

土の形状が重要となった。遠心模型実験では、間隙水

に比重の重いグリセリン水溶液を使用するため、実際

と同様な改良土を形成することが困難であった。この

ため、間隙水に水を使用する重力場の振動台実験によ

り、効果の確認を行った。

　３．２　注入率の変化と改良形態

　間隙が水で飽和された地盤中に、水と同程度の比重

の薬液を注入した場合、注入点を中心にほぼ球状に改

良土が形成される。1 9 9 7 年度に新潟で行った超微粒子

シリカの現地注入実験の掘削後の改良形態からもこの

ことが確認された7 )。掘削後の改良形状を写真－１に示

す。

　縦、横、高さが等しい改良域を想定し、その中心か

ら注入を行うと、全空隙の5 3 ％の注入を行えば、図－

６( a )のような、改良域の境界に接する改良土が形成さ

れる。従って図－６( b ) のように立方体をつなげた場

合、注入率が5 3 ％以上の場合では互いの固化体はラッ

プし、ダルマ型の固化形状となる。改良率がそれ以下

なら互いの固化体は独立した固化形状となる。

　改良形状と抑止効果に関する実験では、注入率を0％

から100％まで変えた模型改良地盤を作製し、これに加

振を行い、液状化の抑止効果について検討した。

　３．３　実験方法

　実験では、前章と同様に相馬砂を用いた。図－７に

実験模型の断面図を示す。模型土槽にはせん断箱を用

いた。

　模型地盤は、水中落下法により相対密度6 0 ％のゆる

い飽和砂地盤を作成した後、盛土構造物を設置して作

写真－１　超微粒子シリカによる改良土の掘削状況

図－６　注入率と改良形態の概念図
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図－７　模型改良地盤

図－８　各実験ケースの改良形状

成した。盛土構造物にはサクションによる飽和砂地盤

からの吸水がないように砕石を用いた。地盤作成前に

模型内の所定の位置に薬液注入用のシンフレックス

チューブを固定した。チューブの先端は薬液が地盤内

に均等に注入されるように形状を加工した。注入の際

には、小型コンプレッサーを用いて注入速度を一定に

保ちながら注入した。これらの注入装置を用いて改良

土を作成することにより、写真－２に示すような球状

の改良が可能となった。

　模型の縮尺は図－１に示す実物の1／10とし、実モデ

ルに換算すると幅10ｍ、深さ4.5ｍの飽和砂地盤上の高

さ1ｍの盛土構造物を対象としている。なお、模型地盤

の間隙流体には脱気水を用いた。

　使用する薬液には前述の現場実験と同様に超微粒子

シリカを使用した。薬液による固化体の目標一軸強さ

は、相似則から実物の1／10とし、10 kN /m 2程度とし

た。入力波には表－２の地震動を重力場の相似則によ

り変換したものを使用した。

　３．４　実験ケース

　今回の実験では、図－７に示すように深度方向に3箇

所の注入点から薬液を注入し、改良土を作製してい

る。地盤空隙への薬液の注入率は、図－８に示すよう

に100％、70％、50％、30％の4ケースおよび未改良（0

％）の合計5ケースについて行った。各実験ケースの比

較は、地盤内の応答加速度、間隙水圧、加振前後の地

表面の沈下量により行った。

　３．５　実験結果

　図－７のP1、P3の位置の各ケースの過剰間隙水圧比の

最大値の一覧表を表－５に示す。同様に加速度計A 1 ～

A3の各ケースの応答加速度の時刻歴を図－９に示す。

　未改良地盤の応答加速度をみると、周辺地盤（A 3 ）

から盛土の直下（A 1 ）まで加振直後に応答加速度は減

衰している。特に、周辺地盤の直下では加速度応答の

減衰が大きく、間隙水圧比も1 . 0となり、ほぼ完全液状

化状態であった。盛土の直下では、間隙水圧比は0.78ま

で上昇し、応答加速度も若干減衰しているが、完全液

状化には至っていない。この結果は、遠心模型実験の

未対策地盤（CASE1）の挙動と定性的に同様な傾向で

あった。

　改良率3 0 ％のケースでは、周辺地盤は応答加速度、

過剰間隙水圧比共に、未改良の場合と同様な挙動と

なった。しかしながら、盛土直下では応答加速度の減

衰は見られなかった。

　改良率5 0 ％以上の各ケースでは、応答加速度と過剰

間隙水圧比の挙動はほぼ同様な結果となった。周辺地

盤および盛土直下の地盤で応答加速度の減衰はみられ

ず、過剰間隙水圧比も0.52を下回った。このため、これ

らのケースでは液状化に伴う改良土の地盤剛性の低下

は生じていないと考えられる。

表－５　過剰間隙水圧比の最大値の一覧表
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単位：ｍ
実スケール換算値

A1～A5：加速度計
P1,P3：間隙水圧計

写真－２　模型改良土の出来形

改良率１００％ 改良率７０％ 改良率５０％ 改良率３０％

周辺地盤 盛土直下

Ｐ３ Ｐ１

未改良 1.00 0.78

30% 1.00 0.69

50% 0.45 0.40

70% 0.52 0.51

100% 0.51 0.00
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図－９　各実験ケースにおける応答加速度の時刻歴

図－１１　各実験ケースにおける地表面沈下量

　図－１０に各ケースの改良地盤内部の加速度応答倍

率を示す。加速度応答倍率は計測されたA4、A1、A5の

応答加速度の最大値を入力加速度の最大値で除して求

めている。未改良の場合、加速度応答倍率は地盤の表層

に近づくに従い、小さくなり、基盤から3 . 5 ｍの地点で

0 . 5 程度となっている。改良率が大きくなるに従い、加

速度応答倍率も大きくなり、改良率が5 0 ％を超えると

応答倍率はほぼ同様となっている。今回のケースで

は、50％以上のケースで基盤より1.1ｍの地点で、加速

度応答値倍率は 1を超えたが、地表面に近づくに従い、

小さくなり、1以下となる傾向となった。これらのこと

から、構造物の直下を改良することにより、構造物自

身へ作用する加速度が大きくなる現象は認められな

かった。

　各実験ケースの加振後の地表面の沈下量を図－１１

に示す。沈下量は相似則を用いて実構造物に換算して

おり、倍率は1 0 1 . 5= 3 1 . 6倍である。周辺地盤の沈下量

は、各ケースで4～16cm程度のばらつきとなり、改良率

による明確な傾向は認められなかった。

　盛土直下の沈下量は、未改良のケースで最大32cm程

度になり、以後、改良率が大きくなるに従い、沈下は

小さくなる傾向を示した。また、改良率70％以上では、

盛土の直下には沈下はほとんど認められなかった。応

答加速度や過剰間隙水圧の挙動は、改良率が5 0 ％を超

えるケースではほとんど同じとなったが、沈下量に関

しては改良率5 0％のケースでは7 0％に比べ、若干の差

が生じた。改良率5 0％と7 0％のケースの実験後の解体

状況を写真－３および４に示す。これらの写真から改

良率5 0 ％の場合、一つ一つの改良土は相互に点で接し

ており、改良率7 0 ％では、比較的大きな面で接してい

ることがわかる。実験後の沈下量の差は、これらの改

良土の結合面の大きさの差であると考えられる。

図－１０　改良土内の加速度応答倍率

未改良

100 %

30 %

50 %

70 %

A１A２A３

-200

0

200

14121086420

-200

0

200

14121086420

-200

0

200

14121086420

-200

0

200

14121086420
-200

0

200

14121086420
-200

0

200

14121086420

-200

0

200

14121086420
-200

0

200

14121086420
-200

0

200

14121086420

-200

0

200

14121086420
-200

0

200

14121086420
-200

0

200

14121086420

-200

0

200

14121086420
-200

0

200

14121086420
-200

0

200

14121086420

加
速
度
 (
ga
l)

加
速
度
 (
ga
l)

加
速
度
 (
ga
l)

加
速
度
 (
ga
l)

加
速
度
 (
ga
l)

時　　間 (秒) 時　　間 (秒) 時　　間 (秒)

0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

0.5 0.7 0.9 1.1 1.3 1.5

０％

３０％
５０％

７０％

１００％

地盤の天端

加速度応答倍率

度
(m
)

B B

B

B

B

B

B

B

B

B

B

B

B B
B
B

J

J
J

J J
J
J
J

J

J
J

J J
J

H

H H
H
H H

H
H
H

H

H

H
H

H
H
H

-40

-30

-20

-10

0
-0.5 -0.4 -0.3 -0.2 -0.1 0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

B 100%

J 70%

H 50%

30%

未改良

盛土中央からの距離（ｍ）

沈
下
量
（
ｃ
ｍ
）



－22－

五洋建設技術年報　Vol. 28　1998
i

写真－３　地盤内部の改良土（注入率50％） 写真－４　地盤内部の改良土（注入率70％）

　３．６　まとめ

　今回の実験により、薬液注入率が地盤内の空隙の 50

％を超える地盤では、動的な挙動はほぼ同じとなるこ

とがわかった。しかしながら、構造物の沈下が許され

ない場合、改良率を5 0 ％以上にして、各改良土が面的

に接するような改良をすることが有効であることが分

かった。

　４．結論

　今回、薬液注入による改良地盤について、改良形状

に関する遠心模型振動実験と改良率に関する重力場の

振動台実験を行った。この結果、以下の結論を得た。

（１）改良範囲に関しては、構造物の直下を非液状化

層まで改良することが液状化による変形に対して有効

である。

（２）薬液注入などの固化改良では、周辺地盤からの

過剰間隙水圧の伝搬などによる改良地盤の損傷等はな

く、構造物の直下の安定に必要な範囲を改良すること

が有効である。

（３）今回の実験では、薬液注入により改良された地

盤は、注入率が5 0 ％を超えると、応答加速度や過剰間

隙水圧などの動的な挙動はほぼ等しくなった。

（４）液状化による構造物の沈下防止のためには、注

入率を7 0 ％程度とし、個々の改良土が面的に接するよ

うにすることが有効である。
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